
平成24年度税制改正に伴う住宅用地の課税の変更点
（住宅用地の課税標準額の求め方）

住宅用地
（Ｈ23年度まで）

住宅用地
（Ｈ26年度以降）

住宅用地
（Ｈ24・Ｈ25年度）

小規模住宅用地
（200㎡まで）の
特例（１/６）

小規模住宅用地
（200㎡まで）の
特例（１/６）

小規模住宅用地
（200㎡まで）の
特例（１/６）/

固
定
資
産
税
評
価
額

/ /

一般住宅用地は1/3
（200㎡を超える部分）
（家屋の床面積の10倍まで）

一般住宅用地は1/3
（200㎡を超える部分）
（家屋の床面積の10倍まで）

一般住宅用地は1/3
（200㎡を超える部分）
（家屋の床面積の10倍まで）

固
定
資
産
税
評
価
額

100％ 100％100％
負担水準 負担水準負担水準

（家屋の床面積の10倍まで）（家屋の床面積の10倍まで）（家屋の床面積の10倍まで）

本則課税
標準額

前年度課税標準額＋

（評価額×1/6×５％）
＝〔Ｃ〕（※３）

前年度課税標準額＋

（評価額×1/6×５％）

前年度課税標準額[D]に据置
前年度課税標準額[D]に据置

固
定
資
産
税
評
価
額

100％ 100％100％

90％
80％

前年度課税標準額＋

1/6

標準額

＝〔Ｃ〕（※３）
1/6

＝〔Ｂ〕（※２）

20％20％ 20％
（※４） （※４）（※４）

（評価額×1/6×５％）
＝〔Ａ〕（※１）

※１：[A] が本則課税標準額の80％を上回る場合は、本則課税標準額の80％まで引き下げ※１：[A] が本則課税標準額の80％を上回る場合は、本則課税標準額の80％まで引き下げ
※２：[B] が本則課税標準額の90％を上回る場合は、本則課税標準額の90％まで引き下げ
※３：[C] [D]が本則課税標準額の100％を上回る場合は、本則課税標準額
※４：[A][B][C]が本則課税標準額の20％を下回る場合は、本則課税標準額の20％まで引き上げ


